
第３７号議案 

令和元年度 中間市一般会計補正予算（第２号） 

 令和元年度中間市の一般会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９４，０６８千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

１８，８２９，５７８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算 

補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の追加及び変更は、「第３表 地方債補正」による。 

  令和元年９月３日提出 

中間市長  福田 浩 
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第 ２ 表  債 務 負 担 行 為 補 正

（追 加） 単位：千円

事    項 期    間 限    度    額

市税等納付書読取機賃借料
自 令和２年度

至 令和４年度
       ９

オープンシステム賃借料
自 令和２年度

至 令和６年度
 ３０３，０２１

法人市民税課税システム賃借料 令和２年度       １９

地方税電子申告支援システムサーバ機器

賃借料

自 令和２年度

至 令和３年度
      ３３

生活保護システム賃借料
自 令和２年度

至 令和４年度
     １７２
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レセプト管理システム賃借料
自 令和２年度

至 令和４年度
      ３５

底井野小学校・中間北中学校及び中間南小

学校・中間南中学校給食調理等業務委託料

自 令和２年度

至 令和３年度
   １，４５２

中間東小学校・中間中学校及び中間北小学

校・中間東中学校給食調理等業務委託料

自 令和２年度

至 令和３年度
１，５２２

図書館システム賃借料 令和２年度       １０
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（追加） 単位：千円

起　債　の　目　的

出 原 ポ ン プ 場 ポ ン プ 取 替 事 業

計

（変更） 単位：千円

起　債　の　目　的 限 度 額 利 率 限 度 額
起債の
方　法

利 率
償還の
方　法

臨 時 財 政 対 策 債 400,209 392,853 証書貸借

又 は

水槽付き消防ポンプ自動車整備事業 38,000 39,400 証券発行

計 1,050,609 1,044,653計

２.０％
以内。た
だし、利
率見直し
方式で借
り入れる
公的資金
につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては、当
該見直し
後の利
率。

借入先の
定める条
件による
ものとす
る。ただ
し、据置
期間及び
償還期限
を短縮
し、若し
くは繰上
げ償還又
は低利に
借換えす
ることが
できる。

又 は

臨 時 財 政 対 策 債

証券発行 水槽付き消防ポンプ自動車整備事業

起債の
方　法

償還の
方　法

起　債　の　目　的

証書貸借 ２.０％
以内。た
だし、利
率見直し
方式で借
り入れる
公的資金
につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては、当
該見直し
後の利
率。

借入先の
定める条
件による
ものとす
る。ただ
し、据置
期間及び
償還期限
を短縮
し、若し
くは繰上
げ償還又
は低利に
借換えす
ることが
できる。

又 は

証 券 発 行

23,000

補 正 前 補 正 後

第　３　表　　　地　　方　　債　　補　　正

限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

23,000 証 書 貸 借 ２.０％以内。ただ
し、利率見直し方式
で借り入れる公的資
金について、利率の
見直しを行った後に
おいては、当該見直
し後の利率。

借入先の定める条件によるものとする。ただし、据置期間及び償還期
限を短縮し、若しくは繰上げ償還又は低利に借換えすることができ
る。
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期 末 手 当
年間支給率
(月分)

7,661
(2.95月分)

19,731
(2.95月分)

その他の
特 別 職

7,661
(2.95月分)

19,731
(2.95月分)

その他の
特 別 職

0
0.000

0
0.000

その他の 0
特 別 職 0.000

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

１．特　　別　　職

0 0

（単位：千円）

0

0 0 0

計 0

0 0

0 0

0 0 0

0

0 0

00
比　　較

長　　等 0 0 0 0

27,392 418,162 73,894 492,056計 722 27,096

335,950

492,056

293,882

115,250

42,068 335,950

6,099 40,856

補 正 前

長　　等 3 27,096

363,674

27,392

34,757

共　　済　　費

73,894

合　　　　　計

6,099

25,727

42,068

40,856

115,250

給　　与　　費

89,523

293,882

418,162

69,792 89,523

27,096

報　　酬

363,674

補 正 後

区　　　　　分
職 員 数
（人）

703

25,727

69,792

293,882

34,757

給　　料

3

16

722

703

16

293,882

27,096

長　　等

議　　員

計

議　　員

議　　員

0

0
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(23)
297
(21)
300
(2)
△ 3

指 定 勤 務 時間外勤務 期 末 勤 勉 休 日 勤 務 夜 間 勤 務 管理職員特
手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 別勤務手当

補 正 後 37,026 28,033 6,213 12,263 23,523 49,430 495,549 28,000 3,330 90 0 0
補 正 前 37,086 28,033 6,213 12,275 23,658 49,492 496,167 28,000 3,330 90 0 0
比　　較 △ 60 0 0 △ 12 △ 135 △ 62 △ 618 0 0 0 0 0

職員手当 △ 887 そ の 他 の 増 減 分 △ 887
　職員人件費の歳出費目変更に伴う減額
　（一般会計から介護保険事業特別会計へ）

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

△ 1,549
　職員人件費の歳出費目変更に伴う減額
　（一般会計から介護保険事業特別会計へ）

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

給　　料 △ 1,549

２．一　　般　　職

（１）総　　括

区　　分 増　　減　　額 増　　　減　　　事　　　由　　　別　　　内　　　訳 備　　　　　　　　　　考

1,219,023

区　　分

補 正 後

（単位：千円）

（単位：千円）

　（　　）は再任用職員の人数

△ 2,898

退職手当組合負担金
職 員 数
（人）

683,4571,217,474

684,344

354,445

354,445

共　　済　　費
給　　料 職員手当

364,249

合　　　　　計

2,619,625

2,622,523

1,900,931

1,903,367

給　　与　　費

職員手当
の 内 訳
職員手当
の 内 訳

区　　分 扶 養 手 当

比　　較

通 勤 手 当

△ 1,549 △ 2,436

補 正 前

地域手当

（単位：千円）

0

住 居 手 当 宿日直手当

364,711

△ 462

管理職手当

△ 887
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職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比

20 8.4 4 7.5
(8) (38.1) (1) (50.0)
30 12.6 4 7.5

(13) (61.9) (1) (50.0)
68 28.6 2 33.3 23 43.5

75 31.5 3 50.0 17 32.1

12 5.0 1 16.7 0.0

25 10.5 4 7.5

8 3.4 1 1.9
(21) (100.0) (2) (100.0) (0) (0.0)
238 100.0 6 100.0 53 100.0

16 6.6 3 5.8
(10) (47.6) (1) (50.0)
30 12.4 4 7.7
(9) (42.9) (1) (50.0)
69 28.6 2 33.3 23 44.2

76 31.4 3 50.0 17 32.7

19 7.9 1 16.7 0.0

24 9.9 4 7.7

8 3.2 1 1.9
(19) (100.0) (2) (100.0) (0) (0.0)
242 100.0 6 100.0 52 100.0

【級別の基準となる職務】

課長補佐
参事補 主査
主査幹

次長

課長 課長補佐 主査
主幹

現　　　　 在

令和1年8月1日

（３）給料及び職員手当の状況

区　　　分 級
一 般 行 政 職

　ア．職員１人当たり給与 　ウ．級　別　職　員　数

区　　　　　　　　分
技 能 労 務 職 消 防 職

（単位：人、％）

令和1年8月1日

現　　　　 在

１級

２級

３級

４級

平成31年1月1日 ３級

現　　　　 在 ４級

７級

計

７級

計

一般行政職 技能労務職 消　防　職

307,334 319,800 315,783

１級

２級

一 般 行 政 職

　（　　）は再任用職員の人数、構成比

337,734 326,087 386,053

５級

６級

42.3 50.8 38.8

平均給料月額
（円）

311,858 319,800 318,125

平均給料月額
（円）

平均給与月額
（円）

５級

６級

平均年齢
（歳）

区　　　　　分

平成31年1月1日

平均給与月額
（円）

354,389 326,087 470,702
現　　　　 在

180,700 194,000

平均年齢
（歳）

42.7 50.2 38.5

　イ．初　　任　　給

一般行政職 技能労務職 消防職

高　　校　　卒

大　　学　　卒

（単位：円）

区　　　分 ７級 ６級

153,000 153,000 164,200

180,700

５級 ４級 ３級 ２・１級

消 防 職

部長
参事

課長
主幹

係長
主査

左以外の職員

左以外の職員
消防長
参事

係長
主査

左以外の職員技 能 労 務 職
係長
主査

主査幹 主査
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20年勤務の者 25年勤務の者 35年勤務の者 最 高 限 度 その他の 退職時
（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等 特別昇給

区　　　　　分

補　　正　　後

６月（月分） １２月（月分）
(1.175)
2.225

(1.175)
2.225

(1.175)
2.225

(1.175)
2.225
(1.175)
2.225

(2.350)
4.450
(2.350)
4.450
(2.350)
4.450

制度なし 制度なし

制度なし

　（　　）は再任用職員の月分

有

有

有

職制上の段階職務の
級等による加算措置

補　　正　　前

国　の　制　度

(1.175)
2.225

　オ．定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　　　　分

支　給　率　等

国　の　制　度
（ 支 給 率 等 ）

25.55625

25.55625

34.5825 49.590

34.5825 49.590

49.590

49.590 制度なし

　カ．指定勤務手当

区　　　　　分 全　　職　　種

同　　　　　　　じ住　　居　　手　　当

給与総額に対する比率(%)

支給対象職員の比率(%)
（ 令和元年8月1日現在）

0.51

　キ．その他の手当

区　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同

代表的な指定勤務手当の名称

　エ．期末手当・勤勉手当

支給率計（月分）

通　　勤　　手　　当 同　　　　　　　じ

臨戸徴収手当等

23.1

扶　　養　　手　　当 同　　　　　　　じ
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